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（国民健康保険制度の広域化にあたって） 

各市町村各市町村各市町村各市町村のののの独自性独自性独自性独自性をををを確保確保確保確保しししし、、、、国国国国のののの財政支援財政支援財政支援財政支援活用活用活用活用でででで、、、、国保料国保料国保料国保料のののの値下値下値下値下げげげげ実現実現実現実現をををを    

 

2016 年 5 月 16 日 

日本共産党大阪府会議員団幹事長 くち原亮 

 

はじめに 

＊医療費抑制策としての国保の都道府県化 

・都道府県国保運営方針で「医療費適正化」に向けた取り組みを定めることになって

おり、都道府県が医療費抑制の推進役としての役割を担うことに･･･ 

      

１．国保制度改革の概要 

 ＊毎年 3400 億円財政支援拡充 

  ・H27 年度から、低所得者対策強化として 1700 億円（大阪：135 億円程度） 

    各市町村に、低所得者数に応じて直接配分（配分額については、現状では確定し

ておらず、取りまとめはこれからであり、額が確定するのは決算が出てからの秋

ごろか？） 

  ・H30 年度から、財政安定化基金として毎年 1700 億円（大阪：140 億円程度） 

  ⇒府下市町村が行なっている法定外繰入額の合計額（約 260 億円）に相当 

 ＊都道府県が、都道府県内の統一的な国保運営方針を示すことに（府と市町村代表との

調整会議で検討） 

 ＊都道府県と市町村のそれぞれの役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 都道府県の主な役割 市町村の主な役割 

財政運営 

財政運営の責任主体 

・市町村ごとの国保事業費納付金

を決定 

・財政安定化基金の設置･運営 

・国保事業費納付金を都道府県に

納付 

資格管理 
国保運営方針に基づき、事務の効

率化、標準化、広域化を推進 

・地域住民と身近な関係の中、資

格を管理 

保険料の決定 

賦課･徴収 

標準的な算定方法等により、市町

村ごとの標準保険料を算定･公表 

標準保険料率等を参考に保険料

率を決定 

・個々の事情に応じた賦課･徴収 

保険給付 

・給付に必要な費用を全額、市町

村に支払い 

・市町村が行った保険給付の点検 

・保険給付の決定 

・個々の事情に応じた窓口負担減

免等 

保健事業 
市町村に対し、必要な助言･支援 ・被保険者の特性に応じたきめ細

かい保健事業を実施 
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２．大阪府における国保制度改革案と今後の検討スケジュール 

 （別紙＝資料２及び資料 3 参照） 

 ＊「統一保険料」を指向しているのは、全国の都道府県の中で、大阪府と奈良県のみ 

 ＊保険料･一部負担金の減免の取り扱いについて～原則「統一基準」で統一（激変緩和期

間中（＝6 年間）に限り差異を容認） 

 ＊検討スケジュール 

  ・今年秋頃までに府の運営方針（案）を取りまとめ（全体或いは部分）、府の国保運営

協議会（9 月前半府議会に運協設置条例を提案し、早ければ 11 月設置予定）に諮

問し、H29 年の夏頃～秋頃までに答申を受け、運営方針を決めていきたい（府担当

部局の意向） 

 ＊府としての運営方針については、「市町村に尊重義務があるが、強制するものではない」

としながら、「方針に従わない市町村に対しては、交付金（今年度中に交付金ルールを

策定予定）で調整することも」などとペナルティを課すことも示唆 

 

３．「府内統一」ではなく、各市町村の独自性を確保し、国保料の値下げ実現を 

 ＊各市町村国保の現状（別紙＝資料４～７参照） 

  ・モデルケースごとの国保料（所得 200 万円 4 人家族の場合） 

最高=高石市:488,650 円、最低=千早赤阪村:282,040 円（206,610 円の差） 

  ・法定外繰り入れの状況や減免制度とその利用度等も市町村によってまちまち 

 ＊法定外繰り入れや減免制度についての厚生労働省の見解･認識 

  ・法定外繰り入れについて 

厚生労働省のガイドラインは、「技術的助言であり、強制力はない」＝「都道府県

や市町村を縛るものではない」、「ペナルティなどは考えていない」 

  ・市町村独自の減免制度について 

    「減免制度の一本化については例示もしていない」「都道府県が方針を定めること

になる」としながらも「市町村との認識の共有が前提」とし、「最終的には市町村

が判断するものであり、市町村が条例で定めることができる」 

 ＊府独自の補助は、維新府政のもとで縮小（資料５参照） 

 ＊各市町村･議会から、市町村ごとに実情に応じた制度実施を求める声を 

（別紙＝資料 1「国民健康保険の保険料や減免制度の「府内統一」はせず、各市町村

が実情に応じた制度を続けられるようにすることを求めます」参照） 

 ＊国の財政支援も活用し、保険料の値下げ実現へ 

 

おわりに 

 

以上 
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（福祉医療費助成制度の見直し問題について） 

精神障害者等精神障害者等精神障害者等精神障害者等へのへのへのへの対象拡大対象拡大対象拡大対象拡大はははは直直直直ちにちにちにちに実施実施実施実施しししし、、、、患者負担患者負担患者負担患者負担はははは据据据据ええええ置置置置きをきをきをきを    

 

2016 年 5 月 16 日 

日本共産党大阪府会議員団幹事長 くち原亮 

はじめに 

 

      

１．福祉医療費助成制度の見直しの内容について 

 （別紙＝資料 8 及び 9「福祉医療費助成制度の関する研究会報告書概要」参照） 

 ＊制度の対象を、精神障害者や難病患者及び訪問看護ステーションが行う訪問介護など

にも拡大 

 ＊対象拡大によって生じる増加費用分については、制度利用者の負担増でまかなおうと

するもの 

  ・窓口一部負担を、現行の 1 回 500 円、１カ月上限 2,500 円の引き上げ（1 回 800

円或いは 1 割負担等、１カ月の上限額の引き上げも） 

  ・これまで負担のなかった調剤薬局でも医療機関と同様の一部負担金 

 

２．対象拡大の速やかな実施とともに、患者負担を増やさない取り組みの運動を 

 （別紙＝資料 1「福祉医療費助成制度の対象拡大を直ちに実施するとともに、患者負担

を増やさないよう求めます」参照） 

 ＊窓口一部負担金の増大で受診抑制、重症化、医療費増にも 

  ・ひとり親･乳幼児医療の利用者の月平均受診日数：3.7～4.3 日 

⇒調剤薬局での負担を含めると 1 回 800 円で、月 6400 円の負担となり、現行の

3 倍以上に増大 

 ＊患者負担増は、制度拡充を求める府民の願いに逆行 

  ・大阪府歯科保険医協会の小中高校での学校歯科検診結果より 

    要受診･要治療者の受診率＝小学校：50％、中学校：31％、高校：13％ 

   （資料 10「乳幼児医療費助成府内市町村実施状況」参照） 

＊財源確保は可能～減債基金への復元を 4 年先送りすれば年間 95 億円の財源が･･･ 

 ＊各市町村･議会から、対象拡充実施と負担据え置きの声を 

   

おわりに 

  

以上 
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福祉医療費助成制度に関する研究会報告書 概要 ＮＯ１

背景

財政構造改革プラン（案）において「平成25年度を目途に抜本的見直し」

とされていたところ

≪財政構造改革プラン（案）における見直しの視点≫

○制度の維持継続のため、対象者のあり方や国の公費負担医療制度との整合性を考慮

○乳幼児医療については、市町村が先行実施してきた経緯などを踏まえ、あり方を検討

○国における医療保険制度等の検討状況を見据えつつ、府の「守備範囲」を明確化

現行制度の概要

障がい者医療

◆ 精神障がい者に対象拡充

◆ 老人医療との整理・統合

◆ 難病患者に対象拡充

＜これまでの検討状況＞

○国の医療保険制度や公費負担医療制度の見通しが立たず、抜本的な見直しは一旦

見合わせ

○乳幼児医療について、先行して、乳幼児医療費助成を含む子育て支援施策の充実に

つながる市町村支援のあり方を提案＜平成27年度から先行して市町村支援を拡充＞

○対象者のあり方や給付と負担のあり方等、残る課題について、持続可能性の観点から、

引き続き検討

平 成 ２ ８ 年 ２ 月

福祉医療費助成制度に関する研究会
（大阪府市長会、大阪府町村長会、大阪府）

区分 対象者 所得制限

老人医療 ６５歳以上で
①障がい者医療対象者
②ひとり親家庭医療対象者
③特定疾患治療研究事業実施要綱（Ｈ２７年１月改正
以前）に規定する疾患（一部を除く）を有する者

④感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律に基づく結核医療を受けている者

⑤障害者総合支援法に基づく精神通院医療を受けて
いる者

①障がい者医療と同じ
②ひとり親家庭医療と同じ
③④⑤
二人世帯 2,590千円以下

障がい者医療 ①身体障がい者手帳１、２級所持者
②重度の知的障がい者
③中度の知的障がい者で身体障がい者手帳所持者

障がい基礎年金の全部支給停止
の所得基準を準用
単身世帯 4,621千円以下

ひとり親家庭
医療

①ひとり親家庭の18歳に到達した年度末日までの子
②上記の子を監護する父または母
③上記の子を養育する養育者

児童扶養手当の一部支給の所得
基準を準用
二人世帯 2,300千円以下

乳幼児医療 就学前児童 高額療養費一般低位基準を準用
四人世帯 3,570千円

一部自己負担
額

１医療機関あたり、入通院１日につき５００円以内（月２日限度）
１か月あたり２，５００円を超える額を償還

老人医療と整理・統合し、重度障がい者医療として再構築

○障がい福祉サービス・公費負担医療等が、障がい種別に関わらず、共通の制度の下で

一元的に提供するしくみが確立されていることに鑑み、精神障がい者に対象を拡充

＜対象範囲＞

○精神障がい者保健福祉手帳１級所持者

○自立支援医療（精神通院）との整合性、精神病床入院患者の地域移行促進の取組み、

府と市町村の財政状況を踏まえ、精神病床の入院は要検討

○「障がい者」の定義に難病が含まれるとされたことを踏まえ、難病患者に対象を拡充

＜対象範囲＞

○難病法の助成対象者のうち、障がい基礎年金１級（または特別児童扶養手当１級）受給者

○６５歳以上の重度障がい者以外は、対象外。ただし、一定の激変緩和措置も要検討

＜対象外の範囲＞

○精神障がい者保健福祉手帳１級所持者以外の精神通院医療受給者

○障がい基礎年金１級受給者以外の難病患者

○結核医療受給者

≪再構築のイメージ≫

裁判所からＤＶ保護命令が出されたＤＶ被害者に対象を拡充

ひとり親家庭医療

【現行制度】

６５歳以上
＜老人医療＞

６４歳以下
＜障がい者医療＞

【重度障がい者医療】

６５歳以上

６４歳以下 対象外

は拡充部分

助成額は府・市町村の合計

    重度障がい者医療へ

新たな対象

   対象者数：154,067人    対象者数：29,641人

   助成額：20,741百万円    助成額：2,008百万円
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重度障がい者訪問看護利用料助成制度と整理・統合し、訪問看護ステーションが

行う訪問看護に助成を拡充

訪問看護

＜助成の範囲＞

○医療保険対象の訪問看護ステーションが行う訪問看護

（要介護者は、原則、介護保険優先）

所要額の増減推計

受益者負担

初年度
(平年ﾍﾞｰｽ)

５年後 １０年後

低位 中位 高位 低位 中位 高位

精
神
障
が
い
者

精神病床

入院対象外

対象者 6,000 14,400 18,600 22,800 17,300 22,500 27,800

所要額 8.5 20.4 26.3 32.2 24.5 31.9 39.4

精神病床

入院対象

対象者 9,100 21,900 28,100 34,500 26,200 34,100 42,200

所要額 12.9 31.0 39.8 48.9 37.2 48.3 59.7

精神病床

入院１年

対象者 9,100 17,000 21,800 26,800 20,300 26,500 32,700

所要額 12.9 24.0 30.9 37.9 28.8 37.5 46.3

難病患者
対象者 900 1,100 1,100 1,100 1,500 1,500 1,500

所要額 0.3 0.4 0.7 1.0 0.5 0.9 1.3

ＤＶ被害者
対象者 100 100 200 300 100 300 600

所要額 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 0.2

訪問看護
対象者 3,600 5,400 6,100 6,900 6,200 7,200 8,100

所要額 2.1 2.4 4.4 6.4 2.7 5.0 7.3

老人医療
対象者 (29,600) ▲13,500 ▲23,200

所要額 (10.1) ▲5.4 ▲8.2

合

計

精神病床

入院対象外

対象者 10,600 7,500 12,500 17,600 1,900 8,300 14,800

所要額 10.9 17.8 26.1 34.3 19.5 29.7 40.0

精神病床

入院対象

対象者 13,700 15,000 22,000 29,300 10,800 19,900 29,200

所要額 15.3 28.4 39.6 51.0 32.2 46.1 60.3

精神病床

入院１年

対象者 13,700 10,100 15,700 21,600 4,900 12,300 19,700

所要額 15.3 21.4 30.7 40.0 23.8 35.3 46.9

高齢化の進展・医療の高度化に伴う医療費の増嵩や再構築による障がい者医療等の拡

充にあたっては、将来的な所要額の増大とのバランスをも考慮した負担額の設定が求めら

れており、再構築の影響額について、一部自己負担額と月額上限額の組み合わせで提示

なお、院外調剤についても受益と負担の観点から、一部自己負担を求める

＜一部自己負担額における考えうる選択肢＞

① 入院、通院、院外調剤、それぞれ１医療機関あたり１日５００円以内

② 入院、通院、院外調剤、それぞれ１医療機関あたり１日８００円以内

③ 入院、通院、院外調剤、それぞれ１割負担

福祉医療費助成制度を安定的、かつ、継続して実施するためには、今後も実施されるで

あろう国の医療保険制度改革等に合わせた不断の見直しが必要

今後の課題

（単位：人、億円）

※所要額は、府負担の補助金額ベース。市町村も同額負担。
※現行制度における将来推計では、初年度201.6億、５年後220.8億、１０年後241.5億となる見込み。

※上記の「グラフの見方（参考例）」は、対象者の拡充に伴う所要額の増加分をすべて自己負担で賄うとした場合の例示

【グラフの見方（参考例）】

精神入院を助成対象外とした場合の所要額１０．９億円と１０年後
中位２９．７億円の中間値である約２０億円に見合う月額上限額
・１日５００円以内の場合は 約３，７００円
・１割負担とした場合は 約３，１００円
・１日８００円以内とした場合は 約２，８００円

福祉医療費助成制度に関する研究会報告書 概要 ＮＯ２
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